
国土交通省では、インドネシア公共事業・国民住宅省との共催により「第 10 回 日本・インド

ネシア建設会議」を 11 月 21 日に開催し、建設業の生産性向上の取り組みや今後の建設産業政策

について議論を行いました。 

     

平成 29 年 11 月 30 日  

土地・建設産業局国際課 

インドネシアで建設業の生産性向上の取り組みを紹介しました！ 

～「第 10 回日本・インドネシア建設会議」の開催結果～ 

国土交通省土地・建設産業局では、インドネシア共和国との間での建設関連分野における相互理

解の促進や我が国のプレゼンス向上などを目的として、インドネシア共和国公共事業・国民住宅省

とともに平成18年度より「日本・インドネシア建設会議」を開催しています。 

第10回目となる今回は、同国の学識経験者や現地で事業活動を営む日系企業も参加し、両国の建

設業の抱える生産性向上といった課題への対応について実務的な意見交換を行いました。 

また、会議にあわせて青木建設流通政策審議官が同省のバスキ・ハディムリオノ大臣と会談を行

い、これまでの両省の友好や協力関係を確認した上で、建設業外資規制を含む建設産業政策につい

て意見交換し、今後も両国の発展に向けて協力関係を促進していくことで一致しました。 

 

１． 日時・場所 

平成29年11月21日（火）13：00-17：00／公共事業･国民住宅省会議室（ジャカルタ） 

 

２． 主な参加者 

（１）日本側（26名） 

国土交通省 青木 大臣官房建設流通政策審議官 

太田 建設産業海外ビジネス推進室長 

現地日系企業 ほか 

（２）インドネシア側（約30名） 

公共事業・国民住宅省 シャリフ 建設開発総局長、ヤヤ 建設開発総局次長 

建設業振興委員会   スジャリア 委員長 

インドネシア建設業協会 ハリョ 副会長 ほか 

 

３． 会議の内容 

日本側からは建設業の生産性向上に向けた国の取組や安全性向上に向けた企業の取組について、

インドネシア側からは建設業外資規制を含む建設産業政策について発表し、意見交換を行いました。 
        

▲会議の様子              ▲青木建設流通政策審議官とバスキ大臣 

＜問い合わせ先＞ 

国土交通省土地・建設産業局国際課 太田・朝倉 

電話 03-5253-8111（内線30702、30725）、直通 03-5253-8280、FAX 03-5253-1575 

 


